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年・年代 金 額 大 統 領 年 金 額 大 統 領
1950年まで 2 1997 342 カルドーゾ
195160年 28 1998 279
196170年 110 1999 274
197179年 1,503 2000 385
1980 126 2001 825
1981 145 2002 504
1982 141 2003 1,368 ルーラ
1983 97 2004 243
1984 137 2005 779
1985 92 サルネイ 2006 660
1986 na 2007 501
1987 134 2008 4,099
1988 274 2009 1,673
1989 121 2010 1,673
1990 121 コロル 2011 7,536 ルセフ
1991 214 2012 1,471
1992 69 2013 2,516
1993 25 フランコ 2014 3,780
1994 83 2015 2,878
1995 40 カルドーゾ 2016 1,412 テメル
































































































































































（12） 1961年に東北部開発基本計画が法律によって定められ，第 1次（1961～1962年），第 2次
（1963～1965年），第3次（1966～1968年），第4次（1969～1973年）の各計画が実施された。
（13） 多くの研究者は1968～1973年を日本企業の第2次投資ブームと位置づけている。しかし，日本貿
易振興会『海外市場白書1977年』は第2次投資ブームを1975～1977年と位置づけている。本論文で
は1968～1973年とする。
（14） 1974年に消費財，1975年には中間財に追加関税を課した。1976年以降はブラジル銀行貿易局によ
る輸入統制が進められ，類似国産品のある財については原則禁止となった。企業に対するローカルコ
ンテンツの規制も強められた。特に経済開発銀行（BNDE）から融資を受けるためには，投資プロジェ
クトに導入される機械・装置の80～90％は国内で調達することとした。
（15） 代表的なプロジェクトでは，紙パルプのセミブラ（1973年発足，1977年操業），鉄鋼一貫製鉄所の
ツバロン製鉄所（1974年発足，1983年操業），アルミニウムのアルブラス（1978年発足，1985年操
業），またセラード（サバンナ地帯）農業開発（1978年に日本・ブラジル間でプロジェクトに合意）
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などがあげられる。
（16） メルコスルの前身は，アルゼンチン，ブラジルが1985年に調印したイグアス議定書に基づく通商
協力計画である。1988年には両国間で10年間にサービスを含む貿易障壁を，撤廃することを決める
統合・協力・開発条約が結ばれた。1990年には両国との経済関係が密接なウルグアイ，パラグアイ
を加えた4か国協議が開催され，1991年にメルコスルを創設するためのアスンシオン条約が締結さ
れた。この条約は基本的には，アルゼンチン，ブラジル両国間の条約を他の2か国にも適用するもの
で，人，資本の自由な流通，共通の貿易政策の導入，マクロ経済政策での協力，加盟国における立法
措置の調整などに基礎をおく共同市場の創設を目指していた（亀野，2004,29頁）。
（17）『通商白書2017年』によると，2016年のブラジルへの直接投資に占める割合は，日本2.6％，中国
1.6％，韓国1.0％であった。輸出相手国では，1位中国19.0％，2位アメリカ12.6％であり，輸入相
手国では，1位アメリカ17.3％，2位中国17.0％と圧倒的に中国とアメリカが大きい。
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JapaneseFirmsandBrazilianEconomicDevelopment
SumikoKawabe
Abstract
Thisstudyanalyzesthethree-stageroleJapanesefirmshavehadinpromotingindus-
trialdevelopmentinaccordancewiththeindustrialpoliciesofBrazil.Theresultsareas
folows:（1）Afterthe1950s,whentheBraziliangovernmentadoptedimportsubstitute
industrializationandexportorientedindustrialization,Japanesefirmsbegantechnology
transferintheconsumerproducts,andheavyindustry;（2）Japanesefirmsadaptedtheir
investmentstrategiesaccordingtotheenvironmentalchangesinBrazil;（3）Brazilian
economicdevelopmentandJapaneseinvestmentareregulatedbythedegreeofleadership
ofeachBrazilpresident.
Keywords:industrialpolicy,foreigncapitalpolicy,promotingpolicyoflocalfirms,Mercosur,leader-
shipofBrazilpresident
